
第95期定時株主総会招集ご通知に際しての
インターネット開示事項

第95期(2019年４月１日から2020年３月31日まで)
① 連結計算書類の連結注記表
② 計 算 書 類 の 個 別 注 記 表

上記の事項は、法令および当社定款の規定に基づき、インターネット上の
当社ウェブサイト（https://www.mitani.co.jp/）に掲載することにより、株主の皆
様に提供したものとみなされる情報です。



連結注記表
1．金額は百万円未満を切捨てて表示しております。

2．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項
(1) 連結の範囲に関する事項

① 連結子会社の状況
・連結子会社の数　　　　　　　23社
・主要な連結子会社の名称　　　三谷産業イー・シー㈱、㈱インフィル、アクティブファーマ㈱、相模化成工業㈱

なお、非連結子会社であった㈱ＨＩＤＥＯ（旧社名㈱ＣＴＷ）は重要性が増したことにより、
当連結会計年度から連結の範囲に含めております。

② 非連結子会社の状況
・主要な非連結子会社の名称　　㈲アルムシステム、㈲ティー・エス、㈲マフィ、アウロステクノロジーズ(同)、㈱長野サラヤ

商会

③ 連結の範囲から除いた理由　  　非連結子会社は、いずれも小規模であり、合計の総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う
額）および利益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼし
ていないため、連結の範囲に含めておりません。

(2) 持分法の適用に関する事項
① 持分法を適用した関連会社の状況

・持分法を適用した関連会社数　５社
・主要な会社の名称　　　　　　ニッコー㈱、北陸コンピュータ・サービス㈱

なお、持分法適用会社のうち、決算日が連結決算日と異なる会社については、各社の直近の計
算書類を使用しております。

② 持分法を適用しない非連結子会社および関連会社の状況
・主要な会社の名称

（非連結子会社）　　　　　㈲アルムシステム、㈲ティー・エス、㈲マフィ、アウロステクノロジーズ(同)、㈱長野サラヤ
商会

（関連会社）　　　　　　　藤井空調工業㈱

③ 持分法を適用しない理由　　  　持分法非適用会社は、当期純損益（持分に見合う額）および利益剰余金（持分に見合う額）等
からみて、持分法の対象から除いても連結計算書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体と
しても重要性がないため、持分法の適用範囲から除外しております。

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。

(4) 会計方針に関する事項
① 重要な資産の評価基準及び評価方法

イ．有価証券
その他有価証券

 

・時価のあるもの　　　　　期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は
移動平均法により算定）によっております。
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・時価のないもの　　　　　移動平均法による原価法によっております。
投資事業有限責任組合及びこれに類する組合への出資（金融商品取引法第２条第２項において
有価証券とみなされるもの）については、組合契約に規定される決算報告日に応じて入手可能
な最近の決算報告書を基礎とし、持分相当額を純額で取り込む方法によっております。

ロ．たな卸資産
・商品及び製品　　　　　　主として月別総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの

方法により算定）を採用しております。
・仕掛品、未成工事支出金　主として個別法による原価法を採用しております。

② 重要な減価償却資産の減価償却の方法
イ．有形固定資産（リース資産を除く）

当社および国内連結子会社は定率法を、また在外連結子会社は定額法を採用しております。
但し、当社および国内連結子会社は、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を
除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については定額法を採
用しております。
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
建物及び構築物　　　２～50年
機械装置及び運搬具　２～17年

ロ．無形固定資産（リース資産を除く）
定額法を採用しております。
但し、市場販売目的のソフトウエアは、見込販売有効期間（３年）における見込販売数量に基
づく償却額と販売可能な残存有効期間に基づく均等配分額を比較し、いずれか大きい額を計上
する方法を採用しております。
また、自社利用のソフトウエアは、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用
しております。

ハ．リース資産
・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。
ニ．長期前払費用　　　　　　　定額法を採用しております。

③ 重要な引当金の計上基準
イ．貸倒引当金　　　　　　　　債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性を検討して、回収不能見込額を計上しております。
ロ．役員賞与引当金　　　　　　役員賞与の支出に備えて、当連結会計年度における支給見込額を計上しております。
ハ．受注損失引当金　　　　　　受注契約に係る将来の損失に備えるため、当連結会計年度末時点で将来の損失が確実に見込ま

れ、かつ、当該損失額を合理的に見積もることが可能なものについては、将来の損失見込額を
計上しております。

ニ．完成工事補償引当金　　　　請負工事の無償の補修に備えるため、過去の実績に基づき、当連結会計年度の対応額を計上し
ております。

ホ．株主優待引当金　　　　　　株主優待制度に伴う支出に備えるため、翌連結会計年度以降に発生すると見込まれる額を合理
的に見積もり計上しております。

ヘ．役員退職慰労引当金　　　　役員の退職により支給する退職慰労金にあてるため、内規に基づく期末要支給額を計上してお
ります。
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④ その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項
イ．退職給付に係る会計処理の方法

当社および連結子会社は主として確定拠出制度を採用しておりますが、一部確定給付制度も採用しております。確定給付制
度では、退職給付に係る負債および退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方
法を用いた簡便法を適用しております。
また、一部の持分法適用会社は、原則法を採用しており、未認識数理計算上の差異のうち、当社持分に見合う額を退職給付
に係る調整累計額に計上しております。

ロ．重要な収益及び費用の計上基準
工事契約及び受注制作のソフトウエアに係る収益等の認識基準
工事契約およびソフトウエア制作に係る請負契約で、当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる
ものについては工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、その他の請負契約については工事完成基準を適用
しております。

ハ．重要な外貨建の資産または負債の本邦通貨への換算基準
外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。
なお、在外子会社等の資産および負債、収益および費用は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は純資産
の部における為替換算調整勘定および非支配株主持分に含めて計上しております。

ニ．重要なヘッジ会計の方法
ａ．ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ会計の適用を原則としております。なお、振当処理が可能なものは、振当処理を行っております。
ｂ．ヘッジ手段とヘッジ対象

外貨建債権債務および外貨建予定取引については、為替予約取引をヘッジ手段としております。
ｃ．ヘッジ方針

当社グループは、通常業務を遂行する上で発生する為替の変動リスクを管理する目的でデリバティブ取引を利用してお
ります。投機を目的とするデリバティブ取引は行わない方針であります。

ｄ．ヘッジ有効性評価の方法
比率分析の適用を原則としております。

ホ．消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

3．連結貸借対照表に関する注記
(1) 有形固定資産の減価償却累計額 15,350百万円

(2) 担保に供している資産
現金及び預金 50百万円
投資有価証券 479百万円
計 529百万円

(対応債務の種類)
支払手形及び買掛金 941百万円
工事未払金 0百万円
その他（未払金・未払費用） 1百万円
計 943百万円
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(3) 保証債務
従業員等のクレジットカード利用残高等について、保証を行っております。
従業員等 3百万円

(4) 受取手形割引高 409百万円

4．連結損益計算書に関する注記
過年度法人税等
当社の在外子会社において、税務調査に基づく更正処分の通知を受領したことから、追徴税額を計上したものであります。

5．連結株主資本等変動計算書に関する注記
(1) 発行済株式の種類及び総数

普通株式 61,772,500株

(2) 当連結会計年度中に行った剰余金の配当に関する事項

決議 株式の種類 配当金の総額
（百万円）

1株当たり
配当額（円） 基準日 効力発生日

2019年５月10日
取締役会 普通株式 277 4.5 2019年３月31日 2019年６月３日

2019年10月25日
取締役会 普通株式 277 4.5 2019年９月30日 2019年12月３日

(3) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
（百万円）

1株当たり
配当額（円） 基準日 効力発生日

2020年５月12日
取締役会 普通株式 利益剰余金 277 4.5 2020年３月31日 2020年５月28日

6．金融商品に関する注記
(1) 金融商品の状況に関する事項
　　当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関からの借入により資金を調達しております。
　　受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、与信管理規程に沿ってリスク低減を図っております。また、投資有価証券は
　主として株式であり、上場株式については四半期ごとに時価の把握を行っております。
　　借入金の使途は運転資金（主として短期）および設備投資資金（長期）であります。なお、デリバティブは通貨関連では為替
　予約取引を利用しており、将来の為替の変動によるリスク回避を目的としており、投機的な取引は行わない方針であります。
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(2) 金融商品の時価等に関する事項
2020年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額については、次のとおりであります。

連結貸借対照表計上額
（百万円）

時価
（百万円）

差額
（百万円）

① 現金及び預金 5,969 5,969 －

② 受取手形及び売掛金 18,649 18,649 －

③ 完成工事未収入金 4,761 4,761 －

④ 投資有価証券(＊） 11,104 11,408 304

　 資産計 40,484 40,788 304

① 支払手形及び買掛金 11,422 11,422 －

② 工事未払金 1,378 1,378 －

③ 短期借入金 13,423 13,423 －

④ 長期借入金 152 154 1

　 負債計 26,377 26,378 1

デリバティブ取引 4 4 －

（＊）投資有価証券には、持分法適用の上場関連会社株式を含めており、差額は当該株式の時価評価によるものであります。

(注) 1．金融商品の時価の算定方法ならびに有価証券およびデリバティブ取引に関する事項
資　産
① 現金及び預金、② 受取手形及び売掛金、③ 完成工事未収入金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。
④ 投資有価証券

投資有価証券の時価について、株式は取引所の価格によっております。
負　債
① 支払手形及び買掛金、② 工事未払金、③ 短期借入金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。
④ 長期借入金

長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いて算定する方法によっており
ます。変動金利による長期借入金の時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

デリバティブ取引
為替予約取引を利用しておりますが、時価は取引先の金融機関等から提示された価格等に基づき算定しております。

2．非上場株式（連結貸借対照表計上額3,736百万円）および投資事業有限責任組合への出資（連結貸借対照表計上額70百万円）については、市
場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積もることができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、資産の「④ 投
資有価証券」には含めておりません。

7．1株当たり情報に関する注記
1株当たり純資産額 533円０銭
1株当たり当期純利益 26円74銭
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個別注記表
1．金額は百万円未満を切捨てて表示しております。

2．重要な会計方針に係る事項に関する注記
(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

① 子会社株式及び関連会社株式　  移動平均法による原価法によっております。

② その他有価証券
 

・時価のあるもの　　　   　　　期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は
移動平均法により算定）によっております。

・時価のないもの　　　   　　　移動平均法による原価法によっております。
投資事業有限責任組合及びこれに類する組合への出資（金融商品取引法第２条第２項において
有価証券とみなされるもの）については、組合契約に規定される決算報告日に応じて入手可能
な最近の決算報告書を基礎とし、持分相当額を純額で取り込む方法によっております。

(2) たな卸資産の評価基準及び評価方法
① 商品及び製品　　　　  　　　　月別総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により

算定）を採用しております。

② 仕掛品、未成工事支出金　　  　個別法による原価法を採用しております。

(3) 固定資産の減価償却の方法
① 有形固定資産（リース資産を除く）

定率法を採用しております。
但し、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１日
以降に取得した建物附属設備及び構築物については定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
建物及び構築物　　　3～50年
機械及び装置　　　　7～17年

② 無形固定資産（リース資産を除く）
定額法を採用しております。
但し、自社利用のソフトウエアは、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用
しております。

③ リース資産
・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

④ 長期前払費用　　　　  　　　　定額法を採用しております。
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(4) 引当金の計上基準
① 貸倒引当金　　　　  　　　　　債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性を検討して、回収不能見込額を計上しております。

② 役員賞与引当金　　　　  　　　役員賞与の支出に備えて、当事業年度における支給見込額を計上しております。

③ 受注損失引当金　　　　　  　　受注契約に係る将来の損失に備えるため、当事業年度末時点で将来の損失が確実に見込まれ、
かつ、当該損失額を合理的に見積もることが可能なものについては、将来の損失見込額を計上
しております。

④ 完成工事補償引当金　　　  　　請負工事の無償の補修に備えるため、過去の実績に基づき、当事業年度の対応額を計上してお
ります。

⑤ 株主優待引当金　　　　  　　　株主優待制度に伴う支出に備えるため、翌事業年度以降に発生すると見込まれる額を合理的に
見積もり計上しております。

⑥ 退職給付引当金　　　　  　　　当社は主として確定拠出制度を採用しておりますが、一部確定給付制度も採用しております。
確定給付制度では、退職給付引当金および退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都
合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

⑦ 役員退職慰労引当金　　　  　　役員の退職により支給する退職慰労金にあてるため、内規に基づく期末要支給額を計上してお
ります。

(5) 工事契約及び受注制作のソフトウエアに係る収益等の認識基準
工事契約およびソフトウエア制作に係る請負契約で、当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められるものにつ
いては工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、その他の請負契約については工事完成基準を適用しておりま
す。

(6) その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
① 重要なヘッジ会計の方法

イ．ヘッジ会計の方法
繰延ヘッジ会計の適用を原則としております。なお、振当処理が可能なものは、振当処理を行っております。

ロ．ヘッジ手段とヘッジ対象
外貨建債権債務および外貨建予定取引については、為替予約取引をヘッジ手段としております。

ハ．ヘッジ方針
当社は、通常業務を遂行する上で発生する為替の変動リスクを管理する目的でデリバティブ取引を利用しております。
投機を目的とするデリバティブ取引は行わない方針であります。

ニ．ヘッジ有効性評価の方法
比率分析の適用を原則としております。

② 消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。
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3．貸借対照表に関する注記
(1) 関係会社に対する金銭債権債務

① 短期金銭債権 3,086百万円
② 長期金銭債権 605百万円
③ 短期金銭債務 3,162百万円

(2) 有形固定資産の取得価額より控除されている圧縮記帳額
建物 15百万円
土地 41百万円

(3) 有形固定資産の減価償却累計額 7,768百万円

(4) 担保に供している資産
現金及び預金 30百万円
投資有価証券 479百万円
計 509百万円

(対応債務の種類)
買掛金 936百万円
未払金 0百万円
未払費用 1百万円
計 937百万円

(5) 保証債務
下記の関係会社等の仕入先に対する支払債務および金融機関等からの借入金ならびにリース債務について、保証を行って
おります。
Aureole unit-Devices Manufacturing Service Inc. 235百万円
Aureole Business Components ＆ Devices Inc. 200百万円
㈱ミライ化成 61百万円
三谷産業イー・シー㈱ 13百万円
三谷産業コンストラクションズ㈱ 5百万円
その他 7百万円
計 522百万円

(6) 受取手形割引高 56百万円

－ 8 －



4．損益計算書に関する注記
関係会社との取引高

商品売上高 6,020百万円
完成工事高 18百万円
商品売上原価 2,471百万円
完成工事原価 675百万円
販売費及び一般管理費 535百万円
営業取引以外の取引高 971百万円

5．株主資本等変動計算書に関する注記
自己株式の種類及び総数

普通株式 191,841株

6．税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の主な原因別の内訳

繰延税金資産
未払賞与 123百万円
未払事業税 20百万円
退職給付費用超過額 31百万円
役員退職慰労引当金 128百万円
投資有価証券評価損 19百万円
関係会社株式評価損 302百万円
関係会社出資金評価損 302百万円
固定資産減損損失 105百万円
その他 150百万円
小計 1,184百万円
評価性引当額 △933百万円
合計 251百万円

繰延税金負債
圧縮記帳積立 △135百万円
退職信託財産評価益 △38百万円
その他 △22百万円
その他有価証券評価差額金 △1,419百万円
合計 △1,615百万円

繰延税金負債の純額 △1,364百万円
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7．関連当事者との取引に関する注記
(1) 子会社及び関連会社等

種類 会社等の名称 議決権等の所有
（被所有）割合 関連当事者との関係 取引の内容 取引金額

(百万円) 科目 期末残高
(百万円)

子 会 社 三谷産業イー・シー㈱ (所有)
直接　100％

商 品 の 販 売 お よ び 仕
入、資金の借入および役
員の兼任

資金の借入
（注）2 995 短期借入金 1,000

利息の支払
（注）1 3 未払費用 0

子 会 社 ㈱ イ ン フ ィ ル (所有)
直接　100％

商品の販売および仕入、
設備工事の施工、資金の
借入および役員の兼任

資金の借入
（注）2 366 短期借入金 600

利息の支払
（注）1 1 － －

子 会 社 三谷産業コンストラクションズ㈱ (所有)
直接　100％

商品の販売および仕入、
設備工事の施工、資金の
借入および役員の兼任

資金の借入
（注）2 561 短期借入金 580

利息の支払
（注）1 2 － －

子 会 社
Aureole unit -Devices 
Manufacturing Service 
Inc.

(所有)
直接　100％

商 品 の 販 売 お よ び 仕
入、資金の貸付および役
員の兼任

資金の貸付
（注）2 190 短期貸付金 217

資金の貸付
（注）1 145 長期貸付金

(一年内回収
予定を含む）

401
資金の回収

（注）1 118

利息の収入
（注）1 16 未収収益 1

子 会 社 Aureole Fine Chemical 
Products Inc.

(所有)
直接　86.49％
間接　13.51％

商 品 の 販 売 お よ び 仕
入、資金の貸付および役
員の兼任

資金の貸付
（注）2 17 短期貸付金 70

資金の貸付
（注）1 － 長期貸付金

(一年内回収
予定を含む）

482
資金の回収

（注）1 －

利息の収入
（注）1 3 未収収益 0

取引条件及び取引条件の決定方針等
(注)1 資金の借入、貸付および回収については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。
(注)2 取引金額は期中平均残高を記載しております。
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(2) 役員及び個人主要株主等

種類 会社等の名称
又は氏名 所在地

資本金又は
出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等の所有
（被所有）割合

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額

(百万円) 科目 期末残高
(百万円)

役員およびその
近親者が議決権
の過半数を所有
している会社等

㈱ 三 谷
サービス
エンジン
（注）1

石 川 県
野々市市 42

ガソリンスタン
ドの運営および
各種石油製品・
自動車用品等の
販売等

(被所有)
直接　3.26％

ガソリン等の
購入、建物およ
び設備の賃貸

ガソリン等の
購入
（注）2

11 未 払 費 用 0

建物および
設備の賃貸
（注）3

18 － －

役員およびその
近親者が議決権
の過半数を所有
している会社等

㈱TAMURA
（注）4

富山県
富山市 26 不動産賃貸業 (被所有)

直接　0.00％ 事務所等の賃借
事務所等
の賃借
（注）5

21 前 払 費 用 1

上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。
取引条件及び取引条件の決定方針等
(注) 1．当社役員三谷充氏およびその近親者が、期末現在、その議決権の96.73％を直接保有しております。

2．価格等の取引条件は、市場の実勢価格等に基づき決定しており、一般取引先と同様であります。
3．建物および設備の賃貸については、近隣の取引実勢等に基づいて、賃貸料金額を決定しております。
4．当社役員三谷充氏の近親者が、期末現在、その議決権の100％を直接保有しております。
5．事務所等の賃借については、近隣の取引実勢等に基づいて、賃借料金額を決定しております。

8．1株当たり情報に関する注記
　1株当たり純資産額 369円85銭
　1株当たり当期純利益 9円98銭
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